
今後の社会保障の在り方について（抄） 

（平成１８年５月 社会保障の在り方に関する懇談会（主宰：内閣官房長官）とりまとめ） 

 
Ⅳ 今後の社会保障制度の在り方  
 
１ 社会保障についての基本的考え方   

 
我が国の福祉社会は、自助、共助、公助の適切な組み合わせによって形づくられる

べきものであり、その中で社会保障は、国民の「安心感」を確保し、社会経済の安定

化を図るため、今後とも大きな役割を果たすものである。  
 この場合、全ての国民が社会的、経済的、精神的な自立を図る観点から、  

1) 自ら働いて自らの生活を支え、自らの健康は自ら維持するという「自助」を基
本として、 
 2) これを生活のリスクを相互に分散する「共助」が補完し、 
 3) その上で、自助や共助では対応できない困窮などの状況に対し、所得や生活水
準・家庭状況などの受給要件を定めた上で必要な生活保障を行う公的扶助や社会福祉

などを「公助」として位置付けることが適切である。  
 その「共助」のシステムとしては、国民の参加意識や権利意識を確保する観点から

は、負担の見返りとしての受給権を保障する仕組みとして、国民に分かりやすく負担

についての合意が得やすい社会保険方式を基本とすべきである。その際には、国民皆

保険・皆年金体制を今後とも維持していく必要がある。  
 現在の我が国の社会保険においては、被保険者・事業主・公費の負担比率は概ね 1：
1：1 となっているが、今後の高齢化等に伴い公費負担割合の 高い高齢者関係給付が
増加することから、公費負担の比重が高まっていくことが見込まれている。社会保険

においては、今後とも、コスト意識を喚起する観点、事業主も社会保障制度の利益を

受け得るという観点からも、労使折半を原則とする社会保険料を基本とする。そして、

税財源による公費負担は、国民皆保険・皆 年金体制を堅持する観点から、主に社会保
険料の拠出が困難な者を保険制度においてカバーするために投入することを基本とす

べきである。  
 また、社会保障は、人口構造・家族構成、就業形態・企業福利、財政、税制といっ

た社会保障を取り巻く多様な制度や実態と相互に影響を与えながら存在している。そ

こで、社会保障の将来を展望するに当たっては、これらの多様な制度についても議論

の範囲外として排除するのではなく、一体的に見直していくことが不可欠である。 


